大震災からの復興・進化、日本再建の道
自民党影の内閣経済産業大臣衆議院議員　西村康稔
1．想像を絶する大被害

　　○阪神淡路大震災の2倍を上回る広域の被害

　　○リーマンショックを超える企業被害

2．復旧ではなく復興・進化を！

　　①　道州制を視野に東北全体の復興・進化へ。

　　②　50～100ha単位の大規模農業。

　　③　水産加工、食品加工の大拠点づくり　～農商工連携の進化。

　　④　賃貸工場を活用し、サプライチェーンの維持・再構築。大胆な中小企業支援策。

　　⑤　太陽光、風力、水力、地熱、潮流、バイオマスなど、新エネルギーの大供給源に。

　　⑥　大胆な減税、補助金、規制緩和を含めた“特区”の創設を。

（沖縄特区は条件厳しく効果無）

3．東京一極集中の検証　～計画停電問題を機に～

1 東西本社を西に一元化。

2 中小企業庁、特許庁、文化庁などの移転。

3 「データセンター＋バックアップセンター」の東西入替え。

4 3年間でスマートシティづくり。

5 夏休みの分散、サマータイム　etc.

4．TPP推進

1 「小国のＰ4」から米、豪の入った先進国のルール作りの場へ。

2 投資、知財、貿易手続きを、原産地証明などの高いレベルのルール構築。

　　　　→中国、ロシアに突きつけていく。

3 二国間（バイ）より、多国間(マルチ)。ＷＴＯの機能不全。
　　　　ex. 日米FTAは米側動かない。動いてもより厳しい要求。

④　APEC、ASEAN+６など重層的・競争的に進展。　　

⑤　原則関税撤廃。

1） 米豪二国間の例外品目

2） 15～20年の移行期間

3） セーフガード

4） 農水産業の進化のための好機、予算の組替えを。

１5万円／反では、小規模農家温存・推進
⑥　大震災による空洞化加速の懸念を払しょく

（補論）復興の財源論・私論

○復興債＋復興税（1%の消費税課税×5～10年）→復興特別会計で管理
　　　　（＋3年後をメドに社会保障分5%増税）

　　○法人税増税は危険（ぎりぎり減税凍結）
